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１１．．序序論論

近年、気候変動の影響により台風や豪雨などの自然災

害が各地で頻発し、道路交通にも影響を及ぼしている。

さらに、気象庁によると、気候変動の影響により台風の

上陸や豪雨の発生頻度は増加傾向である。1) 2) 

自然災害発生時に道路に求められる機能としては、道

路交通の安全性を確保した上で、極力通行止め等が生じ

ない強靭さであると言える。つまり、自然災害発生時に

は「基本的に外出を控え、不要不急の移動を控えてもら

う必要がある」ことに加え、「社会への影響を最小限に

するために必要な道路交通機能を確保する必要がある」

と言える。そのためには、自然災害発生時でも優先的に

道路交通機能を確保すべき道路を分類する必要がある。 

気象や災害が自動車交通に与える影響について、台風

、豪雨 などさまざまな分析が行われてきたが、自然

災害発生時に、地点ごとに交通量の変化に着目するよう

な研究は見られなかった。

そこで、本研究では、「道路種別」「車線」「地域」と

いった「道路の特徴」の違いに着目する。具体的には、

自然災害発生時の交通量データから、交通量の変化を取

り出し、災害時でも道路交通機能を維持すべきと考えら

れる路線の抽出を試みる。

 

２２．．研研究究のの方方法法

２．１ 対象地域・使用データ 

対象地域は、国勢調査 5)で示される近畿大都市圏内の

京都府、大阪府、兵庫県の自治体とする。そのうち大阪

市、京都市、神戸市については、都市の中心部である「都

心部」とそれ以外の「周辺部」に分類する。「都心部」

については、各種資料から、下表のとおり選定した。 

表-1 「都心部」に選定された行政区 

 

分析に使用する交通量データは、JARTIC のトラフィ

ックカウンターデータ（以下トラカンデータ）を使用す

る。分析に際して、データクレンジングをした結果の対

象地点数は 2323 地点である。道路種別や車線数などの

道路情報データは、OpenStreetMap の道路情報データを

使用する。

２．２ 地点の分類方法

本研究における道路種別は、新広域道路交通計画 に

位置付けられた広域道路、その他国道、主要地方道、そ

の他府県道・市道の 4 つに分類する。広域道路とは、主

要な都市や空港・港湾の連絡等、広域的な役割をもつ道

路で 、主要地方道とは、府県道・市道の中でも、広域

交通を担う幹線道路である 。

車線数については、1 車線、2 車線、3 車線、4 車線以

上の 4 つに分類する。

２．３ 分析の方法

トラカンデータの平成 30 年 1 月～8 月のデータから、

台風の影響を受けなかった場合の交通量を地点毎に予

測させる。予測方法は、機械学習手法の 1 つである

XGBoost を用い、予測値は日交通量とした。 

台風発生時の交通量への影響を把握するため、トラカ

ンデータの日交通量観測値を予測値で割った変化率を

算出する。地点別の変化率を「道路の特徴」別に算出し、

道路種別等の特徴別に変化率に差があるか探る。 

本研究における仮説は、「『道路の特徴』と自然災害発

生時の変化率には関係があり、それは大きな役割を持つ

道路（高い道路種別・多車線・都心部）の方が、交通量

の変化率が小さい」である。仮説を検証するため、分散

分析により道路の特徴別の変化率の差を分析する。 

２．４ 対象とする自然災害 

対象とする自然災害として、関西圏に甚大な被害を与

えた平成 30 年台風第 21 号を選定した。また、襲来日

は、台風が関西圏に上陸した平成30年9月4日とする。 
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３３．．分分析析のの結結果果

道路種別・車線・地域別の交通量の変化率の分散分析

結果を表-2、表-3、表-4、表-5 に示す。 

表-2 は道路の特徴とそれらをクロスした因子の分散

分析結果である。道路種別・車線数は、ともに単独では

有意差が見られなかったが、地域は単独で有意差がみら

れた。つまり、地域の差が変化率に関係するといえる。 

表-3 は道路の特徴の多重比較結果である。車線数・道

路区間の一部で有意差がみられた。 

表-4、表-5 はそれぞれ、地域と道路種別、地域と車線

数の多重比較結果である。周辺部・都心部ともに道路種

別および車線数での統計的な有意差はないことがわか

る。表-2 でみられた車線数や道路区間別の差は、地域ご

との車線数や道路区間のデータ数に偏りがあったため

に、地域差の影響を受けた結果である可能性が高いと考

えられる。 

 

表-2 道路種別・車線・地域の分散分析表 

 
表-3 道路種別・車線・地域の多重比較検定 

 
表-4 「地域」の各水準と「車線数」の多重比較検定 

 
表-5 「地域」の各水準と「道路種別」の多重比較検定

 

４４ 結結論論 

本研究では、平成 30 年台風第 21 号を対象として、交

通量の変化率と道路種別・車線・地域の関係性を分析し

た。結果として、「都心部」と「周辺部」で交通量の変

化率に有意差がみられたものの、両地域の中では道路種

別・車線数では有意差がみられなかった。つまり、「『道

路の特徴』と交通量変化率には関係性があり、それは大

きな役割を持つ道路（高い道路種別・多車線・都心部）

の方が、減少具合が小さい」という仮説は立証されず、

加えて周辺部よりも都心部が、交通量の変化率が大きい

ことが明らかとなった。これは、台風襲来時に、都心部

へ向かう移動が減少することで、都心部での交通量が周

辺部に比べて減少したと推測できる。また、今回は変化

率のみによる評価であるため、交通量が比較的小さい道

路の影響を受けた可能性も考えられる。 

本研究では、「道路種別」「車線」「地域」での分類を行

ったが、区間の交通量、起終点の方向についての分類は

行っていない。また、雨量・風速など気象の変化につい

ても、本研究では取り入れていない。さらに、本研究で

は日交通量の変化率のみ着目したが、より細かい時間単

位で分析することも可能である。これらに着目すること

で、より詳しい知見を得られると考えられる。 
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